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1.最高裁平成 29 年 11 月 29 日大法廷判決は、強制わいせつ罪の成立に性
的意図を必要とする最高裁昭和 45 年 1 月 29 日第一小法廷判決を変更し
た。1










　判例は、最高裁昭和 45 年 1 月 29 日第一小法廷判決を受けて強制わいせ
つ罪の成立要件として性的意図必要説を維持しているものの東京地裁昭和








第 179 条監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪「18 歳未満の者に対し、そ
の者を現に監護する者であることによる影響力があることに乗じてわいせ














する性的虐待、第 176条子どもに対する性的虐待、第 176条 a子どもに
対する性的虐待のうち犯情の重いもの及び第 176条 b子どもに対する性
的虐待致死を規定する。





Ⅱ．最高裁平成 29 年 11 月 29 日大法廷判決の検討
Ⅱ -ⅰ．最高裁昭和 45 年 1 月 29 日第一小法廷判決4
【事実の概要】











　原原審釧路地裁昭和 42 年 7 月 7 日判決は、公訴事実を認定しXを強制
わいせつ罪で懲役 1年に処した。

















































































































Ⅱ -ⅱ．東京地裁昭和 62 年 9 月 16 日刑事第 10 部判決
【事実の概要】






































和 45 年 1 月 29 日第一小法廷判決を踏襲するような表現があるものの性的
意図を意味の認識と解し、実質的には強制わいせつ罪の成立要件に性的意
図を不要とする不要説に立脚する。13
Ⅱ - ⅲ．最高裁平成 29 年 11 月 29 日大法廷判決
【事実の概要】
　実父Xは、平成 27 年 1 月下旬頃、山梨県甲府市内の自宅において娘A
（当時 7歳）に対し、自己の陰茎を触らせ、口にくわえさせ、Aの陰部を
触ったりした。










　原原審神戸地裁平成 28 年 3 月 18 日第 2刑事部判決は、公訴事実を認め
Xを懲役 3年 6月（求刑懲役 4年 6月）に処した。14



















1.本判決は、原原審で争点となった最高裁昭和 45 年 1 月 29 日第一小法
廷判決の性的意図を一律に強制わいせつ罪の成立要件とする解釈に判例変
更をしたものである。






要求する実質的な根拠は存在しない。」と判示し、最高裁昭和 45 年 1 月 29
日第一小法廷判決とは解釈を異にする。





















年 1 月 29 日第１小法廷判決・刑集 24 巻 1 号 1 頁）の判断基準を現時点に
おいて維持するのは相当ではないと考える。」と判示し、最高裁昭和 45 年
1 月 29 日第一小法廷判決とは解釈を異にする。
















成 16 年法律第 156 号）は、性的な被害に係る犯罪に対する国民の規範意
識に合致させるため、強制わいせつ罪の法定刑を 6月以上 7年以下の懲役
から 6月以上 10 年以下の懲役に引き上げ、強姦罪の法定刑を 2年以上の
有期懲役から 3年以上の有期懲役に引き上げるなどし、「刑法の一部を改
































律に強制わいせつ罪の成立要件とする最高裁昭和 45 年 1 月 29 日第一小法
廷判決の解釈を変更した。
　本判決は、強制わいせつ罪の成立要件として一律に性的意図を必要とす

















































2．性犯罪の罰則に関する検討会は、平成 26 年 10 月 31 日開催第 1回以降




























































































































































関係）部会を設置した。20 同部会は、平成 27 年 11 月 2 日第 1回会議を開催































2及び第 181 条第 3項）の廃止
　刑法第 178 の 2 及び第 181 条第 3項を削るものとすること。
第六　強制わいせつ等致死傷及び強姦等致死傷の各罪（刑法第 181 条第 1
項及び第 2項）の改正
　一　刑法第 176 条若しくは第 178 条第 1項若しくは第 3の 1の罪又はこ
れらの罪の未遂罪を犯し、よって人を死傷させた者は、無期又は 3年以
上の懲役に処するものとすること。










　　1　第 1若しくは第 2の罪若しくはこれらの罪の未遂罪又は第 6の
2の罪（第 3の 2の罪に係るものを除き、人を負傷させた場合に限
る。）。










　第 3項目については、平成 27 年 12 月 16 開催第 3回会議、平成 28 年 3
月 25 開催第 5回会議及び平成 28 年 6 月 16 開催第 7回会議で論議されて
いる。
　平成 27 年 12 月 16 開催刑事法（性犯罪関係）部会第 3回会議において法
務省刑事局刑事法制企画官中村幹事より要綱（骨子）第 3項目について以
下の説明がなされる。23































































の 1の罪については、刑法第 176 条の強制わいせつ罪と同様の法定刑、要
綱（骨子）第 3の 2の罪については、要綱（骨子）第 1の罪と同様の法定刑
としています。また、要綱（骨子）第 3の 3において、強制わいせつ罪や


































































　平成 28 年 3 月 25 日開催刑事法（性犯罪関係）部会第 5回会議は、要綱
（骨子）第 3について 2巡目として以下の論議をする。25



































































































































































































































































































　そして、この条文は刑法第 177 条、第 178 条では網を掛けられない場合
を想定したものであるとの御説明がありましたけれども、条文ができてし
まえば、親族等の近い関係にある人が影響力を利用していると考えられる
案件については、第 177 条、第 178 条でいける案件でもこの類型で処罰さ
れ、慎重に監護者性等を考えなければならない案件についても、解釈が広
がっていくのではないかと危惧します。少なくとも、この規定について












拒不能の第 178 条については、第 177 条と罰条が一致していないとの指摘
182
をしましたけれども、被害が姦淫の類型については抗拒不能の類型につい
て、ドイツでも懲役 2年で第 117 条と同じでした。ただ、ドイツでは、要



































































































































































































































































































の意味についてですが、先ほど事務当局から刑法第 177 条、第 178 条に当
192
たる場合には、それのみが成立するという御説明があったのですけれど























































































































































































　このほか、要綱（骨子）修正案第 3の 2において、冒頭に「18 歳未満の
者に対し、その者を現に監護する者であることによる」としておりますの
は、要綱（骨子）第 1の修正に合わせて、構文を整理したものです。」
　平成 28 年 6 月 16 日開催刑事法（性犯罪関係）部会第 7回会議は、要綱
（骨子）修正案を要綱（骨子）として採択した。27













　強姦罪事案としては、実父による前橋地裁平成 15 年 3 月 27 日判決、養
父によるさいたま地裁平成 14 年 1 月 15 日判決、東京地裁平成 15 年 6 月
20 日判決及び神戸地裁平成 21 年 12 月 10 日判決がある。30児童福祉法事
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案としては、実父による東京家裁平成 12 年 7 月 17 日判決、養父による東

















定する。第 174 条 1 項 3 号は、主体を監護者とするわが国の刑法第 179 条
監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪よりも射程距離を広くとっている。


























【提言 1】　強姦罪 ( 刑法 177 条 ) 及び強制わいせつ罪 ( 刑法 176 条 ) につ
























3．本稿は、児童期性的虐待について最高裁平成 29 年 11 月 29 日大法廷判
決を契機に検討を加えたものである。本最高裁大法廷判決は、強制わいせ







　東京家裁平成 12 年 7 月 17 日判決は、実父による同様な児童期性的虐待
事案である。35 被害児は、実父を強姦罪で訴追することを求めたが証拠物
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